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ＩＬＯ事務局長 様 

２０２０年８月２５日 

 

連帯労働者組合・杉並 

 

ユニオンらくだ（京都自治体関連労働者自立組合）非常勤嘱託職員部会 

   

連帯労働者組合・板橋区パート 

 

あぱけん神戸（アルバイト・派遣・パート非正規等労働組合） 

 

私たちは、さらなる「見解」を専門家委員会に求め、情報提供します。 

 

 ２０２０年４月、改訂地方公務員法が施行されました。私たちはＩＬＯからのたびたびの勧告を無視する日

本政府によって、労働基本権を奪われました。専門家委員会からの「見解」は無視され、「期限を区切った行

動計画」を検討する素振りすらありません。 

 

 想起されるべきは、国連の国際人権（自由権）規約委員会の１９９８年報告書中「総括的所見３２項」で、

日本政府に対して「委員会は、裁判官、検察官や行政官に規約に定められた人権を研修させる法的条項がまっ

たく存在しないことに懸念を有する。委員会は、このような研修が実施されることを強く勧告する。裁判官に

関する限りでは、規約の規定に精通するために、司法界において研究集会及びセミナーが開かれるべきである。

委員会の一般的意見及び、選択議定書に基づく個人通報に関して委員会によって表明された見解に関する情報

は、裁判官に提供されるべきである。」と指摘していることです。私たちは特に「行政官」に注目します。日

本政府の最大の問題点は、政府関係者がＩＬＯ条約についての充分な理解がなく、「研修」が欠けていること

にある、と考えています。 

 

 私たちは、労働基本権確保を日本政府に実施させるためにも、政府関係者にＩＬＯ条約の「研修」を強く促

すことも含めた、さらなる「見解」を求めます。 

 

 以下、各労働組合からの現状報告をします。 

 

以上 



2 

 

連帯労働者組合・杉並 

木下 忠親 

2020年４月改定地方公務員法施行後の、杉並区での状況を報告します。 

 

１ 「１年契約（任用）」を理由に毎年雇用を打ち切り、「公募」によりふるいにかける制度を導入 

昨年に報告した表記制度が組合の反対を押し切り導入された。毎年１ヶ月の試用期間についても同時に

導入された。 

「毎年度1ヶ月の試用期間」については、すでにこの５月に実施された。当組合には試用期間での解雇

の情報は入ってないが、非常勤職員当事者はもとより評定を行う職員からも疑問の声があがっている。 

 

２ 団結権・団交権について 

  当組合は杉並区に対し、改定地公法施行後も、現業組合員が存在するところから、混合組合であることを

ふまえた対応を杉並区に求めてきた。また最低限、地公労法に則した交渉対応が行われるべきだと主張して

きた。 

杉並区は幸いにして、交渉を忌避したり、これまで積み上げてきた当組合との労働協約を破棄するなど

はしていない。コロナ問題でブランクはあったものの、これまでどおりの交渉形態が確保されている。 

ただし杉並区は混合組合理論の理解が乏しいことを理由に、明快な回答は現時点でも表明していない。 

 

３ 労働条件の中核的事項が交渉困難である点について 

 ① 非正規公務員にとって、最大の恐怖は「雇止め」である。 

   当組合は労働協約で「雇止めの事前協議」を獲得している。現業組合員への地公労法適用により、幸い

にもこの労働協約は維持されている。しかし、現業組合員のいない他の労組は職員団体への移行を余儀な

くされ、労働協約はその効力を失うことが懸念される。スト権と労働委員会への申立権を奪われることも

あり、「雇止め」に対抗する手段が大きく制限される。その被害は甚大である。 

 ② 現在、一時金の交渉が特別区職員労働組合連合会（特区連）と23区区長会で行われているが、コロナ

禍により、民間企業の一時金が下落していることから、一時金のカットが予想される。 

  今回、一時金のカットがあった場合、非常勤に与える影響は甚大である。こうした措置がとられても、

労働基本権が奪われた独立系労組・職員団体は制度的に反撃の余地に乏しい。 

③ 前回の2019年報告で述べたように、改定地公法は、これまで私たちができていたことをできなくさ

せるものでしかなかった。その懸念が具体化してきているように感じる。 

 

４ 専門家委員会の皆さんから、前回に続き、労働基本権の確保を直ちに行うことを日本政府に対して強く

働きかけていただけるよう希望する。 

 

以上 
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ユニオンらくだ・非常勤嘱託職員部会 

卜部昌則 

２０１７年、地方公務員法は改定され、２０２０年４月から施行されました。 

私たちは、非常勤嘱託職員から、身分保障のないまま、労働基本権がはく奪されることを危惧し、ＩＬＯに

申立てを行いました。そして、貴専門家委員会は、「自治体の労働組合が、長年保持してきた労働組合の権利

を奪われないために、自律的労使関係制度の検討」するよう日本政府に対して要請する、という意見を出して

いただきました。 

これに対して、日本政府は、「2019年９月10日の ILO 第87号条約（結社の自由及び団結権の保護に

関する条約） に関する日本政府報告への追加情報」において、次のように強弁しています。 

「特別職から一般職の非常勤職員へ移行することで、常勤の職員と同様に地方公務員法上の身分保障や必要な

給付を受けることが可能となることから、今回の改正はむしろ臨時・非常勤職員の処遇改善に資する改正であ

ると認識している」 

しかし、身分保障や処遇改善に決して繋がっていないことは、全国の地方公共団体の会計年度任用職員が、

２０２０年４月以降に置かれた実態を見てもらえればハッキリします。 

 また、日本政府は、次のように言います。 

「改正法で特別職の任用の適正の確保が図られたことにより、本来の制度趣旨に鑑みれば特別職として任用さ

れるべきではなかった者については、一般職へ移行することとなる。これに伴い、労働基本権の態様が変化す

ることとなるが、あくまで本来制度が想定していた任用の適正が確保されたことによるものである」  

しかし、これまで地方自治体が脱法行為（本来想定していなかった任用）行い、劣悪な労働条件を強いてき

たことについて、まず反省するべきところですが、それがありません。そしてなによりも、労働基本権を駆使

して改善を勝ち取ってきた労働組合からすれば、「任用の適正の確保」という美名の下、以後の改善のための

武器（労働基本権）を奪われることになります。 

 

２０２０年４月改定地公法施行後、京都市では次のことが懸念されます。 

 京都市では、常勤・一般職員（正規職員）の改善要求は、今年度の労働条件を巡って行われています。一方、

会計年度任用職員（非正規職員）の改善要求は、そうはなっておらず、次年度の労働条件の改善要求を行うこ

とになります。 

 会計年度任用職員は、毎年ごとに「新たな任用」であり、次年度の雇用は保障されていません。ゆえに、次

年度の雇用の保障もないまま、次年度の改善要求を行う、ことになります。 

ここに大きな問題点があります。次年度の雇用保障がない、という心的状況と恫喝の下では、不充分な改善

要求とならざるをえませんし、使用者による職員への支配の強化が危惧されますし、組合・組合員に対する不

利益取扱い・支配介入につながりかねないことを危惧します。 

 これまでは、来年度の雇用の更新（雇用継続）について、要求書を提出する際の団体交渉時に、「労働基本

権を有する労働組合」として確認していました。その確認ののちに来年度の改善要求をし、回答を得てきまし

た。 

 しかし、会計年度任用職員制度の下では、そうならないことから、継続雇用の実現と、それを勝ち取るため

の自律的な労使関係と労働基本権がますます必要となります。 

 

このようなことから、貴専門家委員会から、再度、会計年度任用職員の労働基本権の確保 

について、日本政府に対して強く働きかけていたくようお願いします。 

 

以上 
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連帯労働者組合板橋区パート 

高井由季子 

 

2020年度4月、新地公法施行により板橋区で働く特別職非常勤職員の大半は一般職「会計年度任用職員」

に移行させられました。 

地域の合同労組として民間企業組合員と共に、区で働く「非正規」労働者の雇用の安定と、「正規」 

職員との労働条件格差是正を求め続け、一定の成果を得てきました、しかし、今回の移行によって大きく変わ

らざるをえなくなりました。板橋区の例を報告致します。 

 

 会計年度任用職員は 1 年の任用が強調され、再度の任用の可否判断の人事評価制度や毎年度１か月の「条

件付採用期間」があります。さらに板橋区は、戒告レベルでも懲戒処分を受けた場合は「再度任用不適格」に

するとしています。  

正規職員の身分保障とは全く異なります。昨年度までの「原則更新可能」より後退した不安定な雇用関係に

なり、労働者は「働き続けられるのか？上司の評価はどうか？」を気にしながら働く状況に置かれました。 

日本政府の一般職化が正規化であるような説明は全くのまやかしです。 

  

 今回の地公法改定は、このような身分保障がない労働者から、団結して対抗する手段さえ奪うものです。 

昨年度、当初板橋区当局は「移行内容については協議拒否」をしていましたが、さすがに労働組合に拒否し

続けることはできなくなり撤回し協議に応じました。その結果、多くの継続課題は残りましたが、「再度任用

は 5 回限り」という雇用年限制度導入提案を撤回させることができました。育児介護休業の国並みへの切り

下げ提案も、労働協約を根拠に現職については現状を確保できました。これらは労働組合として団交打ち切り

を許さず、「非正規労働者」の立場、思いを基本に、官民貫いて全力で取り組むことができた結果です。 

 

 しかし、このような「労働組合」としての取り組みが、2020 年度以降出来なくなりました。現業職員が

いない板橋区パートは、争議権はおろか、労働協約権も奪われ、労働委員会提訴もできなくなりました。人事

委員会が代償措置と言われますが、申立人は職員個人で、組合に申立権はありません。特別区人事委員会の委

員には労働者を代表する立場の人はいません。年度末の雇止めで措置要求できるかどうかも不確かです。審査

も書面のみで、労働委員会との違いは大きく救済機関とは言えません。 

 

公務職場の一般職全員に労働基本権がないことは問題ですが、身分保障がなく、権力的業務を担当しない非

正規職員から、労働基本権を奪う理由はなく大問題です。しかし、「国の決まりの通り」だから、労組法上の

労働組合との交渉はできない、とする区の固い姿勢を崩すことはできませんでした。現在板橋区パートは交渉

を維持するために、職員団体登録の準備をしています。「団結の自由」さえ奪われたのです。 

さらに、審査機関である特別区人事委員会は、規則にも手引きにも記載されていない、「全組合員名簿の提

出を希望する」と組合介入発言さえしています。 

  

 4月に実施された全員への「条件付き採用」評価などからも、会計年度任用職員の雇用形態や労働条件など

には多数の矛盾・課題が残されていることが明らかです。労働者自身が、その改善を獲得していくためには、

労働基本権は絶対必要です。貴委員会が、再度日本政府に働きかけてくださるように訴えます。 

 

以上 


